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と
に
起
因
す
る
（
註
３
）。
日
本
同
様
、
仏
国
も
島
嶼
に
よ
り
広
大
な

Ｅ
Ｅ
Ｚ
確
保
の
恩
恵
を
受
け
て
い
る
。

　

パ
リ
や
欧
州
地
域
の
フ
ラ
ン
ス
を
指
す
「
本
国（
メ
ト
ロ
ポ
ー
ル
）」
を

含
め
る
と
、
仏
国
の
島
嶼
は
多
様
を
極
め
る
。
ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア
、

仏
領
ポ
リ
ネ
シ
ア
、
レ
ユ
ニ
オ
ン
、
マ
ル
テ
ィ
ニ
ッ
ク
、
グ
ァ
ド
ル

ー
プ
、
コ
ル
シ
カ
（
註
４
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
面
積
一
〇
〇
〇
平
方
キ
ロ
、

人
口
一
〇
万
人
を
超
え
、
日
本
の
「
離
島
」
感
覚
で
は
捉
え
に
く
い
か

も
し
れ
な
い
。
島
内
に
一
つ
ま
た
は
複
数
の
市
町
村（
コ
ミ
ュ
ー
ン
）を

有
す
る
わ
が
国
の
全
域
離
島
に
近
い
島
嶼
も
あ
る
ほ
か
、
島
の
成
り

立
ち
や
気
候
、
地
形
、
産
業
、
民
族
、
文
化
は
日
本
の
島
々
と
同
様
か

そ
れ
以
上
に
バ
ラ
エ
テ
ィ
ー
に
富
む
（
海
外
島
嶼
の
概
要
は
表
１
参
照
）。

　

仏
国
海
外
島
嶼
は
、戦
後
長
ら
く
「
海
外
県
・
海
外
領
土
（
Ｄ
Ｏ
Ｍ
・

Ｔ
Ｏ
Ｍ
）」
と
し
て
推
移
し
て
き
た
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
日
本
と
は
異

な
り
、
本
国
・
海
外
と
も
に
県
知
事
（
プ
レ
フ
ェ
）
は
官
選
（
内
務
省

　

本
稿
で
は
、
二
〇
一
八
年
に
南
イ
ン
ド
洋
に
位
置
す
る
フ
ラ
ン
ス

の
島
嶼
地
域
「
レ
ユ
ニ
オ
ン
」「
マ
ヨ
ッ
ト
」
で
行
な
っ
た
調
査
結
果

を
二
回
に
分
け
て
報
告
す
る
。
両
島
嶼
地
域
と
も
に
仏
国
海
外
地
域

（
Ｆ
Ｏ
Ｍ
）
と
い
う
特
殊
な
状
況
に
あ
る
た
め
、
ま
ず
前
篇
と
し
て
同

国
の
海
外
島
嶼
地
域
（
以
下
「
海
外
島
嶼
」。
註
１
）
の
位
置
づ
け
な
ど
に

つ
い
て
概
説
し
た
い
。

多
様
を
極
め
る
仏
国
の
島
嶼
地
域

　

意
外
か
も
し
れ
な
い
が
、
フ
ラ
ン
ス
は
世
界
一
、二
の
排
他
的
経

済
水
域
（
Ｅ
Ｅ
Ｚ
）
を
有
す
る
海
洋
大
国
で
あ
る
（
註
２
）。
同
国
は

欧
州
大
陸
周
辺
の
み
な
ら
ず
、
太
平
洋
・
イ
ン
ド
洋
・
大
西
洋
・
カ

リ
ブ
海
・
南
極
近
海
に
も
Ｅ
Ｅ
Ｚ
を
擁
す
る
。
こ
れ
ら
は
仏
国
が
欧

州
以
外
の
海
外
に
領
土
を
持
ち
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
島
嶼
で
あ
る
こ

フ
ラ
ン
ス
の
海
外
島
嶼
地
域
に
お
け
る
振
興
施
策

レ
ユ
ニ
オ
ン
、マ
ヨ
ッ
ト
の
現
地
調
査
か
ら（
前
篇
）
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表 1　フランスの海外島嶼地域の概要  （無人島群は除く）

海域名 地域名 面積
（km2）

人口※1

(万人) 首府・中心都市 統括公共団体 基礎自治体数 自治権
の規定

仏国会への
議員数 通貨

カリブ海

グァドループ 1,628 39.4 バステール 海外県・海外州 32市町村 なし 上院3、
国民議会4 ユーロ

マルティニック 1,128 37.6 フォールドフラ
ンス 地域公共団体 34市町村 なし 上院2、

国民議会4 ユーロ

サンバルテルミ 24 1.0 ギュスタヴィア 海外公共団体 1 市町村 あり
※2 上院1、

国民議会1 ユーロ

サンマルタン 53 3.5 マリゴ 海外公共団体 1 市町村 あり
※2 上院1、

国民議会1 ユーロ

北大西洋 サンピエール・
ミクロン 242 0.6 サンピエール 地域公共団体 2 市町村 なし 上院1、

国民議会1 ユーロ

インド洋
レユニオン 2,512 85.3 サンドニ 海外県・海外州 24市町村 なし 上院4、

国民議会7 ユーロ

マヨット 376 25.7 マムズー 海 外 県 17市町村 なし 上院2、
国民議会2 ユーロ

南太平洋

ワリス・フツナ 124 1.2 マタウツ 海外公共団体 3 酋長区 なし 上院1、
国民議会1

CFP
フラン

仏領ポリネシア 4,167 28.0 パペーテ 海外公共団体 5 諸島区、
48市町村 あり

※3 上院2、
国民議会3

CFP
フラン

ニューカレドニア 18,576 26.9 ヌメア 独自の公共団体 3 州、
33市町村 あり

※4 上院2、
国民議会2

CFP
フラン

※1：2016年フランス国勢調査（recensement）。南太平洋の3地域は仏国立経済統計研究所の2014年、または2017年の推計値。
※2：2007年2月21日法　 ※3：2004年2月27日法　 ※4：1999年3月19日法

マヨット
レユニオン

ワリス・フツナ

仏領ポリネシア
ニューカレドニア
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官
僚
）
で
、
中
央
政
府
行
政
を
地
方
に
お
い
て
担
い
、
地
方

自
治
の
執
行
は
、
首
長
（
＝
県
会
議
長
）
が
担
う
。
海
外
県
は

制
度
上
、
本
国
の
県
と
同
じ
で
あ
り
、
海
外
領
土
は
仏
国
憲

法
（
第
七
十
二
条
）
で
「
特
別
地
位
を
有
す
る
公
共
団
体
」
と

規
定
さ
れ
て
い
た
（
註
５
）。

　

し
か
し
、
二
〇
世
紀
末
頃
よ
り
海
外
フ
ラ
ン
ス
制
度
が
海

外
公
共
団
体
（
Ｃ
Ｏ
Ｍ
）、
地
域
公
共
団
体
（
Ｃ
Ｔ
）
な
ど
に
再

編
さ
れ
る
。
海
外
県
・
州
は
マ
ル
テ
ィ
ニ
ッ
ク
を
除
き
維
持

さ
れ
た
が
、
旧
海
外
領
土
は
す
べ
て
「
海
外
公
共
団
体
」
と

さ
れ
た
。
こ
れ
に
、
グ
ァ
ド
ル
ー
プ
県
か
ら
分
離
し
た
サ
ン

マ
ル
タ
ン
、
サ
ン
バ
ル
テ
ル
ミ
、
ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア
か
ら

分
離
し
た
ワ
リ
ス
・
フ
ツ
ナ
、
元
海
外
県
で
あ
っ
た
サ
ン
ピ

エ
ー
ル
・
ミ
ク
ロ
ン
が
加
わ
っ
た
。
ま
た
同
憲
法
第
七
十
三

条
の
規
定
に
よ
り
、
海
外
公
共
団
体
の
一
部
に
は
組
織
法
を

制
定
す
る
こ
と
で
個
別
に
「
自
治
権
（
オ
ー
ト
ノ
ミ
―
）」
を
有

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
仏
領
ポ
リ
ネ
シ
ア
、
サ

ン
マ
ル
タ
ン
、
サ
ン
バ
ル
テ
ル
ミ
が
こ
れ
に
あ
た
っ
た
。

　

一
方
、
マ
ル
テ
ィ
ニ
ッ
ク
は
、
二
〇
一
五
年
、
海
外
県
と

海
外
州
お
よ
び
両
議
会
を
併
合
し
、「
マ
ル
テ
ィ
ニ
ッ
ク
地

域
公
共
団
体
（
Ｃ
Ｔ
Ｍ
）」と
い
う
単
一
公
共
団
体
を
設
立
し
た
（
註
６
）。

ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア
は
、
同
憲
法
第
七
十
六
条
、
第
七
十
七
条
の
改

正
に
よ
り
、「
自
決
権
（
オ
ー
ト
デ
テ
ル
ミ
ナ
シ
オ
ン
）」を
有
す
る
「
独

自
の
公
共
団
体
」
と
な
っ
た
。
自
決
権
と
は
仏
国
か
ら
の
分
離
独
立

を
合
法
的
手
続
き
に
よ
り
進
め
ら
れ
る
も
の
で
、
二
〇
一
八
年
ニ
ュ

論 考

ー
カ
レ
ド
ニ
ア
で
は
こ
の
規
定
に
よ
り
住
民
投
票
で
独
立
を
問
う
た

が
、
否
決
さ
れ
仏
国
残
留
が
続
く
こ
と
に
な
っ
た
。

　

一
方
、
一
覧
に
は
な
い
海
外
島
嶼
地
域
の
無
人
島
群
（
註
７
）
に
は

「
新
海
外
領
土
」
の
地
位
が
付
与
さ
れ
た
。
た
だ
し
、
定
住
者
が
い
な

い
た
め
、
行
政
組
織
な
ど
は
置
か
れ
て
い
な
い
。

サンピエール・
ミクロン

サンバルテルミ
グァドループ
マルティニック

サンマルタン
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仏
国
に
お
け
る
海
外
島
嶼
地
域
の
位
置
づ
け

　

以
上
の
よ
う
に
仏
国
の
海
外
島
嶼
は
多
様
で
あ
る
た
め
、
日
本
の

離
島
政
策
（
観
光
を
含
む
地
域
振
興
）
の
み
で
比
較
す
る
こ
と
は
困
難

で
あ
る
。
む
ろ
ん
、
領
土
領
海
保
持
、
国
境
保
全
と
い
う
観
点
は
あ

る
。
し
か
し
、
同
国
に
お
け
る
海
外
島
嶼
の
最
大
の
位
置
づ
け
は
、

特
に
イ
ン
ド
・
太
平
洋
に
お
け
る
仏
国
の
軍
事
プ
レ
ゼ
ン
ス
と
安
全

保
障
と
と
ら
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
現
在
、
北
朝
鮮
問
題
、
中
国
の

海
上
覇
権
や
一
帯
一
路
政
策
に
対
す
る
牽
制
、
原
油
な
ど
の
海
上
輸

送
ル
ー
ト
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
自
衛
隊
は
米
国
の
み
な
ら
ず
フ
ラ

ン
ス
海
軍
と
の
協
力
や
共
同
軍
事
活
動
を
進
め
て
い
る
。
仏
国
で
は

こ
う
し
た
海
域
に
自
国
領
土
と
し
て
の
島
嶼
を
有
し
て
い
る
こ
と
を

根
拠
に
、
イ
ン
ド
・
太
平
洋
に
お
け
る
安
全
保
障
の
責
任
を
自
負
、

各
海
外
島
嶼
に
は
海
軍
基
地
（
潜
水
艦
基
地
含
む
）
が
配
備
さ
れ
て
い

る
ほ
か
、
空
軍
基
地
も
ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア
、
レ
ユ
ニ
オ
ン
、
タ
ヒ

チ
に
配
備
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
仏
領
ポ
リ
ネ
シ
ア
の
東
端
に
あ
る
ム

ル
ロ
ア
環
礁
で
は
一
九
九
九
年
ま
で
核
実
験
が
行
な
わ
れ
て
い
た
。

　

さ
ら
に
同
国
は
、
こ
う
し
た
海
外
島
嶼
と
広
大
な
Ｅ
Ｅ
Ｚ
の
プ
レ

ゼ
ン
ス
か
ら
、「
Ｅ
Ｕ
の
盟
主
」
と
し
て
イ
ン
ド
・
太
平
洋
沿
岸
諸

国
と
も
独
自
の
外
交
を
展
開
し
、
太
平
洋
共
同
体
（
Ｓ
Ｐ
Ｃ
）、
太
平

洋
諸
島
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
Ｐ
Ｉ
Ｆ
）、
イ
ン
ド
洋
委
員
会
（
Ｃ
Ｏ
Ｉ
）、
環

イ
ン
ド
洋
連
合
（
Ｉ
Ｏ
Ｒ
Ａ
）
な
ど
の
国
際
組
織
の
加
盟
国
（
も
し
く

は
パ
ー
ト
ナ
ー
国
）
と
な
っ
て
い
る
。

本
国
と
の
平
等
性
と
一
体
感
の
醸
成
を
目
指
す
政
策

　

で
は
、
軍
事
・
安
保
・
外
交
面
以
外
に
、
仏
国
は
海
外
島
嶼
に
ど

の
よ
う
な
政
策
を
講
じ
て
き
た
の
か
。
戦
後
ま
で
こ
れ
ら
地
域
に
対

す
る
政
策
は
、
旧
仏
領
ア
フ
リ
カ
や
旧
仏
領
イ
ン
ド
シ
ナ
同
様
、
植

民
地
政
策
が
主
で
あ
っ
た
。
脱
植
民
地
化
の
過
程
で
同
国
が
採
っ
て

き
た
政
策
の
理
念
は
、
国
是
と
も
言
え
る
「
共
和
主
義
」
を
海
外
地

域
に
も
浸
透
さ
せ
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
仏
本
国
と
の
平
等
と

フ
ラ
ン
ス
市
民
と
し
て
の
一
体
感
の
醸
成
で
あ
る
。

　

一
九
五
六
年
ま
で
海
外
島
嶼
住
民
（
本
国
人
入
植
者
除
く
）
は
、
仏

国
籍
を
有
し
て
い
た
も
の
の
、
そ
れ
は
「
原
住
民
市
民
（indigène-

citoyen

）」
と
い
う
形
式
で
、
本
国
人
の
「
市
民
（citoyen

）」
と
は

区
別
さ
れ
、
本
国
へ
の
移
動
な
ど
い
く
つ
か
の
市
民
的
権
利
が
制
限

さ
れ
て
い
た
。
そ
の
後
、
形
式
的
に
は
区
別
は
な
く
な
る
が
、
長
き

に
わ
た
る
植
民
地
政
策
の
経
済
的
後
遺
症
や
本
国
と
の
遠
隔
性
な
ど

か
ら
、
海
外
島
嶼
の
多
く
は
経
済
的
に
立
ち
遅
れ
、
教
育
水
準
は
低

い
ま
ま
と
な
っ
た
。
ま
た
、
多
く
の
島
嶼
が
熱
帯
に
位
置
し
、
衛
生

上
の
問
題
や
医
療
施
設
の
不
足
な
ど
か
ら
、
平
均
寿
命
が
本
国
よ
り

も
短
く
、
乳
幼
児
死
亡
率
も
高
か
っ
た
（
註
８
）。
こ
れ
ら
是
正
の
動

き
は
、
こ
う
し
た
状
況
を
激
し
く
糾
弾
し
、「
本
国
並
み
」
の
地
位

と
生
活
の
保
障
を
平
等
主
義
の
観
点
か
ら
強
く
唱
え
た
マ
ル
テ
ィ
ニ

ッ
ク
出
身
の
著
名
な
作
家
で
あ
り
政
治
家
の
エ
メ
・
セ
ゼ
ー
ル
の
影

響
が
大
き
い
。
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論 考

が
乏
し
く
格
安
航
空
（
Ｌ
Ｃ
Ｃ
）
路
線
も
ほ
と
ん
ど
な
い
。
同
国
の
海

外
地
域
で
は
、
就
職
や
進
学
、
婚
姻
な
ど
に
よ
り
本
国
に
一
時
期
あ

る
い
は
永
住
す
る
住
民
も
多
数
あ
る
が
、
運
賃
が
移
動
の
負
担
と
な

っ
て
い
る
。
そ
こ
で
国
土
連
続
制
の
名
の
も
と
に
、
海
外
島
嶼
住
民

の
航
空
運
賃
に
対
し
て
そ
の
何
割
か
を
キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ッ
ク
す
る
措

置
が
採
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
モ
ビ
リ
テ
ィ
を
高
め
、
彼
ら
と

本
国
と
の
一
体
感
の
増
進
を
図
っ
て
い
る
（
詳
細
は
後
篇
で
紹
介
）。

　

特
別
税
制
措
置
も
フ
ラ
ン
ス
政
府
の
重
要
政
策
の
一
つ
で
あ
る
。

海
外
島
嶼
は
ガ
ソ
リ
ン
な
ど
の
燃
料
を
は
じ
め
、
生
活
必
需
品
の
ほ

と
ん
ど
を
島
外
か
ら
の
移
入
に
依
拠
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
物
価
が

高
く
、
住
民
の
日
常
的
な
不
満
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
抑
制

す
る
た
め
、
付
加
価
値
税
（
Ｔ
Ｖ
Ａ
）
や
石
油
製
品
消
費
税
を
減
免

し
た
り
、
そ
の
税
率
の
改
変
を
地
元
議
会
や
知
事
の
裁
量
に
ゆ
だ
ね

る
こ
と
で
急
激
な
物
価
変
動
に
対
応
し
て
い
る
。

海
外
島
嶼
地
域
の
振
興
に
お
け
る
Ｅ
Ｕ
と
の
役
割
分
担

　

海
外
島
嶼
に
対
す
る
仏
国
の
政
策
は
、
Ｅ
Ｕ
の
地
域
政
策
と
の
整

合
性
で
導
き
出
さ
れ
て
い
る
。
右
記
の
福
祉
、
医
療
、
通
信
運
輸
政

策
な
ど
は
比
較
的
、
同
国
政
府
の
裁
量
が
大
き
い
領
域
だ
が
、
産
業

や
税
制
、
イ
ン
フ
ラ
、
環
境
分
野
に
お
い
て
は
Ｅ
Ｕ
の
共
通
政
策
や

地
域
格
差
是
正
政
策
（
社
会
経
済
的
結
束
）
に
順
じ
て
政
策
が
講
じ
ら

れ
て
い
る
。

　

そ
も
そ
も
Ｅ
Ｕ
の
中
に
は
、
フ
ラ
ン
ス
同
様
に
海
外
地
域
（
ほ
と

　

海
外
島
嶼
の
近
代
化
と
本
国
と
の
平
等
化
を
具
体
的
に
政
策
化
す

る
部
署
と
し
て
創
設
さ
れ
た
の
が
、
旧
植
民
地
省
を
改
編
し
た
海
外

省
で
あ
る
。
時
代
と
と
も
に
優
先
課
題
は
変
化
し
て
い
る
が
、
医
療
、

衛
生
、
福
祉
、
雇
用
、
住
宅
な
ど
の
社
会
厚
生
政
策
が
そ
の
中
心
と

な
っ
て
い
る
。

　

一
方
、
通
信
運
輸
政
策
に
も
力
が
入
れ
ら
れ
て
き
た
。
海
外
島
嶼

と
本
国
、
海
外
島
嶼
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
増
進
に
よ
り
フ

ラ
ン
ス
市
民
と
し
て
の
一
体
感
を
養
成
す
る
こ
と
と
、
海
外
島
嶼
住

民
の
通
信
運
輸
に
か
か
る
費
用
負
担
の
軽
減
に
よ
る
所
得
の
向
上
が

目
的
で
あ
る
。
当
時
、
電
信
・
電
話
・
郵
便
に
お
い
て
海
外
県
・
海

外
領
土
の
諸
地
域
は
、逓
信
省
な
ら
び
に
電
信
電
話
郵
政
局（
Ｐ
Ｔ
Ｔ
）

に
よ
り
料
金
が
優
遇
さ
れ
て
い
た
（
註
９
）。
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
放
送

も
海
外
省
に
よ
り
一
九
五
四
年
に
海
外
フ
ラ
ン
ス
ラ
ジ
オ
局
が
設
立

さ
れ
、
そ
の
後
フ
ラ
ン
ス
放
送
協
会
傘
下
を
経
て
、
独
自
の
総
裁
を

戴
く
放
送
協
会
「
海
外
フ
ラ
ン
ス
放
送
」
と
な
り
、
現
在
は
フ
ラ
ン

ス
・
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
の
「
海
外
第
一
チ
ャ
ン
ネ
ル
（
地
上
デ
ジ
タ
ル
）」

「
フ
ラ
ン
ス
Ｏ
（
衛
星
）」
と
な
っ
て
い
る
。
か
つ
て
は
パ
リ
制
作
の
番

組
を
一
方
的
に
受
信
す
る
だ
け
で
あ
っ
た
が
、
い
ま
で
は
各
海
外
島

嶼
支
局
に
よ
る
制
作
番
組
が
主
体
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
他
の
支
局

で
制
作
さ
れ
た
番
組
を
視
聴
す
る
こ
と
も
で
き
、
海
外
島
嶼
間
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
に
一
役
買
っ
て
い
る
。

「
国
土
連
続
制
」
は
こ
の
延
長
上
に
導
入
さ
れ
た
海
外
島
嶼
間
、
フ

ラ
ン
ス
海
外
地
域
と
本
国
間
と
の
航
空
運
賃
を
低
減
さ
せ
る
措
置
で

あ
る
。
海
外
島
嶼
は
欧
州
大
陸
と
は
異
な
り
、
航
空
会
社
間
の
競
争
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隔
性
・
島
嶼
性
に
よ
る
特
別
選
択
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
Ｐ
Ｏ
Ｓ
Ｅ
Ｉ
）」
を

適
用
、
共
通
政
策
（
農
業
、
商
業
、
漁
業
な
ど
）
に
つ
い
て
は
項
目
ご

と
に
そ
の
適
用
基
準
を
緩
和
、
段
階
化
し
た
。
例
え
ば
、
熱
帯
農
作

物
を
Ｅ
Ｕ
市
場
へ
継
続
的
に
供
給
で
き
る
海
外
島
嶼
地
域
は
限
ら
れ

て
お
り
、
か
つ
自
然
条
件
な
ど
で
そ
の
安
定
性
は
脆
弱
で
あ
る
。
そ

こ
で
Ｅ
Ｕ
で
は
、
競
争
原
理
を
適
用
せ
ず
、
逆
に
安
定
供
給
の
た
め

の
補
助
金
を
交
付
し
て
い
る
。
こ
の
ほ
か
Ｅ
Ｕ
域
外
産
の
農
産
品
と

の
市
場
内
小
売
価
格
の
調
整
措
置
、
Ｅ
Ｕ
市
場
で
の
販
路
確
立
や
農

産
品
広
告
に
要
す
る
コ
ス
ト
を
Ｅ
Ｕ
農
政
総
局
が
肩
代
わ
り
す
る
な

ど
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
欧
州
大
陸
で
生
産
さ
れ
た

精
密
機
器
（
コ
ピ
ー
機
な
ど
）
の
価
格
が
輸
送
コ
ス
ト
に
よ
り
高
額
に

な
る
こ
と
を
避
け
る
た
め
、
安
定
低
廉
価
格
供
給
を
目
的
と
す
る
Ｅ

Ｕ
補
助
金
が
交
付
さ
れ
て
い
る
。
生
活
イ
ン
フ
ラ
や
学
校
・
病
院
な

ど
の
公
的
施
設
、
博
物
館
・
美
術
館
な
ど
の
文
化
施
設
の
建
設
や
改

修
で
も
Ｅ
Ｕ
の
地
域
開
発
基
金
が
充
て
ら
れ
、
欧
州
大
陸
内
や
地
中

海
島
嶼
地
域
の
補
助
率
が
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
の
と
こ
ろ
、
海
外
県
は

八
五
パ
ー
セ
ン
ト
ま
で
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
る
（
註
11
）。
先
述
の
国

土
連
続
制
も
財
源
は
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
交
付
金
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
地
域
振
興
策
で
い
え
ば
、
フ
ラ
ン
ス
海
外
島
嶼
は
、

国
よ
り
も
Ｅ
Ｕ
と
の
結
び
つ
き
の
方
が
深
い
。
後
篇
で
は
、
イ
ン
ド

洋
の
海
外
県
で
あ
る
レ
ユ
ニ
オ
ン
と
マ
ヨ
ッ
ト
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
が

具
体
的
に
ど
の
よ
う
に
関
わ
っ
て
い
る
の
か
調
査
報
告
す
る
。

（
後
篇
に
つ
づ
く
）

ん
ど
が
島
嶼
）
を
有
す
る
英

国
や
オ
ラ
ン
ダ
、
デ
ン
マ

ー
ク
、
ス
ペ
イ
ン
、
ポ
ル

ト
ガ
ル
な
ど
の
加
盟
国
が

あ
り
、
そ
の
関
係
性
に
は

（
Ｅ
Ｕ
と
の
）
①
完
全
統
合
、

②
部
分
的
・
選
択
的
統
合
、

③
離
脱
（
註
10
）
の
三
形
態

が
あ
る
。
ま
た
、
欧
州
内

島
嶼
地
域
の
中
に
も
歴
史

的
経
緯
か
ら
広
範
な
自
治

権
を
有
す
る
ジ
ャ
ー
ジ
ー

島
（
英
国
）
や
フ
ェ
ロ
ー
諸

島（
デ
ン
マ
ー
ク
）な
ど
が
あ

り
、
Ｅ
Ｕ
と
の
関
係
は
複

雑
多
岐
に
わ
た
る（
表
２
）。

　

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
海
外
島

嶼
の
多
く
が
関
税
同
盟
、

単
一
通
貨
、
共
通
政
策
の

い
ず
れ
も
享
受
し
な
い

「
離
脱
」
関
係
に
あ
る
な

か
、
マ
ル
テ
ィ
ニ
ッ
ク
な
ど
地
域
公
共
団
体
や
レ
ユ
ニ
オ
ン
な
ど
海

外
県
は
原
則
Ｅ
Ｕ
に
統
合
さ
れ
て
い
る
（
ロ
ー
マ
条
約
第
二
百
二
十
七
条

二
項
）。
た
だ
し
、
一
九
八
九
年
に
Ｅ
Ｕ
は
フ
ラ
ン
ス
海
外
県
に
「
遠

表２　EUとEU加盟国島嶼地域との関係
①完全統合 ②部分的・選択的統合 ③離脱（連合協定）

海　外

仏地域公共団体・ 
海外県・海外公共団体
マデイラ、アゾレス（葡）
カナリア（西）

英海外領土（全域）
蘭領アンティル（全域）
グリーンランド（デンマーク)
ニューカレドニア、仏領ポリ
ネシア、ワリス・フツナ（仏）

欧州内

コルシカ（仏）
サルディーニャ、
シチリア（伊）
バレアレス（西）
クレタ、南北エーゲ、
イオニア（希）

オーランド（フィンランド）
ジャージー、ガーンジー、
マン（英）
フェロー（デンマーク）
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論 考

註1 仏国における「海外（outre-mer）」とは、欧州
以外の地域を指す。地続きであっても中東やア
ジアは「海外」であり、地理的に海を隔てても英
国やアイルランドは「海外」ではない。

註2 統計により仏国が世界最大のＥＥＺを有すると
するものと、米国に次ぐ世界第２位とするものが
ある。これは仏国のＥＥＺの幾つかが隣接国との
係争となっており、これらを含めると世界第１位、
除くと２位となるためである。いずれの場合も
ＥＥＺ面積は、1,000万km2を超え、日本のＥＥＺ面
積の倍以上を有している。

註3 仏国海外地域の陸上総面積は約12万km2。単
純に面積比だと南米大陸にある仏領ギアナがそ
の３分の２を占めるが、島嶼でないのはここだ
けである。なお、仏国海外地域の定住人口は約
270万人（2015年、国立統計経済研究所）であり、
ギアナの人口は10万人に満たないので、こちら
は島嶼人口が９割以上となる。

註4 コルシカは、ヨーロッパ域内の地中海に位置
し、制度的にフランスの植民地になったことはな
く、仏革命後、県制が敷かれたため「本国（メト
ロポール）」に含まれ、海外島嶼にはあたらない。

註5 1982年の地方分権法により新設公共団体の
「州（レジオン）」が複数県を統括する形で設置さ
れ、コルシカと海外県にコルシカ特別州、海外州

（ROM）が置かれる。ただしこれは従来の海外
県・海外領土を再編するものではない。

註6 海外島嶼ではないが、コルシカ島も2018年に
島内のアジャクシオとバスティアの２県と県会、
島全体を統括する行政組織「コルス地域公共団
体（CTC）」とその審議機関コルス議会を統合し、

「コルス公共団体（CC）」を設立している。
註7 クリッパートン島（メキシコ沖太平洋環礁）、

散在島嶼群（インド洋無人島群、モザンビーク海
峡無人島群、トロムラン島）、仏領南極および南
極近海群島（ケルゲレン島、サンポール島、クロ
ーゼー島ほか）。

註8 1953年時点における仏本国の平均寿命は男性
64歳、女性70歳であったのに対し、レユニオンで
は47.5歳、53.5歳に過ぎなかった（Insee Réunion, 
avril, 2012, p.7）。また、1951年時点の本国とレユ
ニオンとの満3歳までの乳幼児死亡率（出生1,000

人対）は本国50、レユニオン165と3倍以上の差
があった（BARBIERI et  CATTEAU, 2003）。

註9 郵便料金が公社化される1990年代半ばごろま
では、大型小包などを除き、海外フランス地域の
料金は「国内料金」と同額であり、現金書留など
の国内限定郵送サービスも可能であった。固定
電話料金も同年代半ばごろまで、仏本国から海
外島嶼地域への通話は「国内長距離料金」の扱い
であった。よってパリからレユニオン島への通
話や郵送は、ほぼ同じ距離でありながら「外国料
金」の適用となるモーリシャスやマダガスカル
に比してかなり安く、同様にパリからニューカ
レドニアへのこれら料金もオーストラリアやニ
ュージーランドへのそれより格安に抑えられて
いた。

註10 「ＥＵとの関係」とは、共通政策、税制調和の
適用やローマ条約設立時（1957年）からある関
税同盟、鉄鋼石炭や原子力共同体への統合、単一
通貨や金融政策の受け入れという意味であって、
マーストリヒト条約以降に確立されたEU市民
権、ＥＵ域内の移動、居住、就労の自由などの人
権的な項目を意味しない。例えば、EU共通政策
やユーロが適用されていない英海外領土、グリ
ーンランド、ニューカレドニアの住民であって
も、ＥＵ市民権は有している。また「離脱」地域
がＥＵと無関係なわけではなく、ＥＵ加盟国の
旧植民地であったアフリカ・カリブ海・太平洋

（ACP）諸国との「特恵的関係」と同じ「連合協定」
を個別に締結している。

註11 仏海外県3島では2007 ～ 2013年までの期間
に19.73億ユーロ（約2,500億円）の欧州地域開発
基金（ERDF）、8億ユーロ（約1,000億円）の欧州
社会基金（ESF）、5.57億ユーロ（約700億円）の
欧州農業農村開発基金（EAFRD）が交付された

（European Commission DG Regional Policy,  
2010）。
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